中東情勢による原材料価格高騰に伴う
経営基盤安定化緊急対策事業
よくある質問

	Q1
	原材料の購入費は対象になりますか。

	A1
	単なる原材料の購入や、原材料価格上昇分の差額補填は助成対象となりません。原材料費の縮減、歩留まり向上、不良率低減、生産性向上、価格転嫁等につながる取組に必要な原材料・副資材等が対象となります。最終的な対象可否は、申請内容を踏まえて審査により判断します。



	Q2
	自社の計画が助成対象になるか、申請前に教えてもらえますか。

	A2
	事前のお問い合わせでは、制度内容や募集要項の記載事項についてご案内しますが、個別の取組や経費が助成対象となるか、また採択されるかについて確定的な回答はできません。対象可否や採択可否は、提出された申請書類に基づき総合的に審査します。



	Q3
	実施場所が東京都外ですが、対象になりますか。

	A3
	実施場所が神奈川県、埼玉県、千葉県、群馬県、栃木県、茨城県、山梨県のいずれかで、申請受付開始日時点で東京都内に登記簿上の本店があれば対象になります。



	Q4
	本社は関西ですが、東京に支店があります。申請可能でしょうか。

	A4
	東京都に支店登記をされていることが前提です。その上で、都税事務所発行の法人事業税納税証明書と法人都民税納税証明書の提出が必要となります。また、東京都内の事業所で実質的に事業を行っていることが必要です。
実施場所はQ3の通りです。



	Q5
	Jグランツと申請書で記載を求められる「本事業を実施する場所」が2ヶ所以上ある場合には、1ヶ所だけの記載でも良いのでしょうか。

	A5
	申請書には、主たる実施場所を1ヶ所ご記載ください。完了検査（助成事業における購入品や成果物等、支払いに係る経理関係書類等の確認）の実施が可能な場所をご記載いただくようお願いいたします。実施場所が複数ある場合は、任意の様式に全ての実施場所を記入してご提出ください。



	Q6
	「次期決算期の営業利益率が減少見込み」で申請する場合、どのような資料が必要ですか。

	A6
	直近決算書に加え、次期決算期の見込みの根拠となる月次試算表等の提出が必要です。申請書に記載した売上高や営業利益の算出根拠が確認できるようにしてください。



	Q7
	決算報告書を作成中のため、直近の年度の損益計算書が出せないのですが、どの書類を出せばいいでしょうか。

	A7
	直近の決算書類として、前年度の決算書（損益計算書）をご提出ください。



	Q8
	見積書は何社分必要ですか。

	A8
	一契約あたり税抜100万円以上の申請経費については、原則として2社以上の見積書（相見積）の提出が必要です。取得できない場合は、見積限定理由書等により、相見積を取得できない理由を示してください。



	Q9
	今回の申請に間に合わせると、見積有効期限が採択・不採択発表の時期ギリギリになってしまうので、申請時点での見積よりも、助成対象期間内の見積を提出した方がいいですか？

	A9
	申請時点で、発行後３ヶ月以内の見積書をご提出ください。



	Q10
	既に発注・契約したものは対象になりますか。

	A10
	交付決定前に発注、契約、購入等を行った経費は対象になりません。助成対象期間内に契約、実施、支払まで完了する必要があります。



	Q11
	申請書ExcelはPDFに変換して提出してもよいですか。

	A11
	申請書は公社指定のファイル形式のまま提出してください。
特に申請書様式はExcel（xlsx形式）のまま提出してください。PDFに変換して提出があった場合は、Excel（xlsx形式）で再提出をいただきます。




	Q12
	申請書の欄が足りないので、新しくシートを追加してもいいですか。

	A12
	申請書の形式に沿って記載してください。
各経費区分シートの「計画書」記載欄などで枠が足りない場合には枠を追加して記載してください。



	Q13
	Jグランツで申請済みです。添付し忘れた資料があるのでメールで送りたいのですが。

	A13
	申請後は追加での資料申請は受け付けておりません。申請前に書類が揃っているか必ず最終確認をお願いいたします。
審査の際、必要があればこちらから再提出を依頼いたします。



	Q14
	中小企業診断士やコンサルタントが代理で申請できますか。

	A14
	申請内容の確認、電子申請、追加資料への対応等は申請者自身の責任で行ってください。事務局からの連絡にも申請者自身が対応できる体制を整えてください。
詳細は募集要項をご参照ください。



	Q15
	提出期限は９月30日の何時までですか？　

	A15
	16時までです。時間に余裕を持ってご申請ください。
また、Jグランツでの申請の際にはGビズIDが必要になります。申請を予定された時点で、事前にご取得されることをお勧めします。




